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雇用と福祉の果たすべき機能・役割と連携の基本的考え方 

（これまでの議論の整理中間とりまとめ素案） 

 

 

１．障害者自立支援法制定当時からの変化と課題 

 

（就労系障害福祉サービスの創設） 

○ 平成 17 年の障害者自立支援法（平成 17 年法律第 123 号）の制定により、

それまで障害種別ごとに分立していた既存施設・事業体系について、その機

能に着目して、一般就労に向けた訓練を行う「就労移行支援」、一定の支援

のもとで継続的に就労を行う「就労継続支援」に再編した上で、「就業継続

支援」については、旧福祉工場等を前身とする「雇用型（Ａ型）」と、旧授

産施設等を前身とする「非雇用型（Ｂ型）」に再編された。 

具体的には、各サービスについて、それぞれ以下の支援を実施することと

された。 

 

・ 就労移行支援…「通常の事業所に雇用されることが可能と見込まれる

者」であるが一般就労に必要な体力や職業能力等が不足している者に対し

て、一般就労等への移行に向けて、事業所内や企業における作業や実習、

適性に合った職場探し、就職後の職場定着支援を実施。 

 

・ 就労継続支援（Ａ型）…「通常の事業所に雇用されることが困難」であ

るが、適切な支援があれば「雇用契約に基づく就労が可能」である者に対

して、原則雇用契約に基づく就労の機会を提供するとともに、能力等が高

まった者について一般就労への移行に向けて支援を実施。 

 

・ 就労継続支援（Ｂ型）…「通常の事業所に雇用されることが困難」であ

り、「雇用契約に基づく就労が困難」である者に対して、就労の機会や生産

活動の機会を提供（雇用契約は結ばない）するとともに、能力等が高まっ

た者について一般就労への移行に向けて支援を実施。 

 

○ これらの就労系障害福祉サービスから一般就労への移行者数は、就労移行

支援を中心に、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型を含め、徐々に増加し

てきた。 

 

○ また、平成 30 年から、精神障害者が法定雇用率の算定基礎の対象に追加
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されたことに伴い、在職障害者の支援ニーズの増大・多様化に対応するた

め、平成 28 年に障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律（平成 17 年法律第 123 号。以下「総合支援法」という。）の改正が行わ

れ、「就労定着支援」が創設された。これは、就労移行支援等を利用し、一

般就労に移行した障害者に対し、就労に伴う日常生活・社会生活上の支援ニ

ーズに対応できるよう、事業所・家族との連絡調整等の支援を最大３年間に

わたり行うものである。 

 

○ さらに、障害者の就労能力や一般就労の可能性について、障害者本人や障

害者を支援する者が十分に把握できておらず、適切なサービス等に繋げられ

ていない等の指摘があったことを踏まえ、令和４年に総合支援法の改正が行

われ、「就労選択支援」が創設されたことで、現行の就労系障害福祉サービ

スの体系となった。就労選択支援は、障害者本人との協同によるアセスメン

トや本人への情報提供等により、本人が自分の働き方を考えることを支援す

るものである。既に、就労継続支援を利用している者に対して、定期的に就

労選択支援に関する情報を提供することとされており、その後サービスの利

用を通じて一般就労が可能となったと見込まれる場合には、本人の希望も尊

重しながら、就労移行支援の利用や一般就労等への選択の機会を提供するこ

ととなっている。 

 

○ このほか、就労系以外の障害福祉サービスやその他予算事業においても、

障害者の自立を進めるための支援や重度障害者等の一般就労の支援を行って

いる。 

 

（一般就労の進展） 

〇 我が国の障害者雇用促進制度については、障害者に対し、雇用の場を提供

し得るのは事業主のみであることにかんがみ、社会連帯の理念に基づき、障

害の有無にかかわらず、同水準（同じ割合）で労働者となり得る機会を確保

するという考え方の下、昭和 51 年に身体障害者を対象とする雇用率制度を

創設し、以降、平成 10 年には知的障害者へ、平成 30 年には精神障害者へと

雇用義務の範囲を拡大してきた。  

  こうした対象障害者の拡大と相まって法定雇用率も引き上げられ、それに

企業等が応える形で、一般就労における雇用障害者数の増加と障害種別の多

様化が進み、障害者自立支援法制定当時の約 27 万人(平成 17 年。身体障害

者中心。）から、直近は約 70.5 万人（令和７年。３障害すべてにおいて雇用

コメントの追加 [厚生労働省1]: 障害者部会委員 
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が拡大。）と、一般就労の場は広がりを見せている1。 

 

○ また、雇用率制度と併せて、障害者に雇用の場を提供する「共同の責務」

を負っている事業主間において、障害者雇用に伴う経済的負担を調整するこ

とにより障害者雇用を促進するため、事業主の共同拠出による納付金制度が

設けられている。さらに、事業主負担分の雇用保険料を財源とする「特定求

職者雇用開発助成金」により、障害者を含む就職が特に困難な者の雇入れの

促進が図られているが、これらの財源による支援の相当部分（納付金財源に

よる報奨金の約８割、特定求職者雇用開発助成金の約３割）が障害者を雇用

することが事業の前提であるＡ型事業所に集中している現状がある。 

 

○ さらに、平成 28 年４月には雇用の分野における障害者への合理的配慮の

提供が義務化されるとともに、平成 30 年には 20 時間以上 30 時間未満で働

く短時間労働者について、令和４年には、10 時間以上 20 時間未満で働く重

度障害者等について、それぞれ実雇用率の算定対象とされるなど、企業現場

におけるより柔軟な働き方を可能とする制度改正が進められてきた。 

こうした制度改正を背景に、障害者自立支援法制定当時は、週 30 時間以上

のフルタイム勤務が可能でなければなかなか一般就労の機会が得られなかっ

たのに対し、近年は週 30 時間未満の者が２～４割を占める等、障害者の状態

像に応じた働き方が多様化してきている。  

 

○ 生産年齢人口の減少に伴う労働力供給制約が進む中、就労意欲のある障害

者を含む多様な人材の労働参加の重要性が指摘されている一方で、更なる労

働参加の促進に当たっては、その能力が最大限発揮されるよう、雇用の質の

向上を図ることが重要である。 

とりわけ、障害者雇用については、かねてより、障害者が能力を発揮して

活躍することよりも、雇用率の達成に向け障害者雇用の数の確保を優先する

ような動きもみられることから、障害者雇用の「質」の向上が課題として指

摘されてきた。障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35 年法律第 123

号）の法目的は、障害者の雇用促進等のための措置（雇用義務等）、能力を有

効に発揮できるようにするための措置等を総合的に講じ、もって障害者の

「職業の安定」を図ることに置かれている。 

 
1 平成 17 年６月１日時点の法定雇用率が適用される一般の民間企業（常用労働者数が 56 人以上規模の企業）において

雇用されている障害者の数は、身体障害者は 229,061 人であり、知的障害者は 40,005 人であったが、令和７年６月１

日時点の法定雇用率が適用される一般の民間企業（常用労働者数が 40 人以上の企業）において雇用されている障害者

の数は、身体障害者は 373,914.5 人、知的障害者は 162,153.5 人、精神障害者は 168,542.0 人であった。（出典：障害

者雇用状況報告） 

コメントの追加 [厚生労働省2]: 障害者部会委員 

コメントの追加 [厚生労働省3]: 障害者部会委員 

（日本成長戦略会議労働市場分科会とりまとめ（令和

８年６月２日）の記載も踏まえて追記） 
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障害者雇用を企業等の事業活動の中で持続可能なものとして達成していく

ためには、「雇用関係」の本質である「労務提供の対価として賃金を支払う契

約関係」に立ち返り、事業主にとっては、雇用する障害者の能力発揮を十分

に引き出し、事業活動において有為に活用すること（戦力化・活躍促進）、雇

用される障害者にとっては、自身の持てる能力を高め、十分に活かし、事業

活動に対して貢献できること、またそれを実感できること（成長・やりが

い・貢献実感）が重要である。 

障害者雇用の「質」2の向上に向けては、現在、労働政策審議会障害者雇用

分科会において、こうした障害者雇用として目指す姿を提示する新たな法令

上のガイドラインの策定や、認定制度の拡大・基準見直し、障害者雇用ビジ

ネスに対する規制導入等の制度的対応についての議論が行われているところ

である。また、企業が障害者雇用の「質」の向上に向けて取組を進めるに際

しては、企業支援機能を一層強化することが重要であり、この点についても

議論が進められる方向であることから、議論結果に基づき、十分な対応が図

られていくことが重要である。 

 

（一般就労の変化と就労系障害福祉サービスの利用者像の変化） 

○ これまでも、一般就労（障害者雇用）は、雇用義務を背景に、企業の事業

収益から支援員配置や事業運営費用等を負担することを前提に進められてき

た。 

一方で、福祉的就労（就労継続支援）は、一般就労が困難な者に対し、す

る公費（障害福祉サービス報酬）により支援員配置や事業運営費用等を負担

し、就労・社会参加の機会を提供する障害福祉サービスであり、両者の対象

像は自ずと異なっていた。 

 

○ こうした中で、一般就労における雇用機会の拡大と働き方の多様化・柔軟

化によって、障害者自立支援法制定当時とは、「通常の事業所に雇用される

ことが困難」（一般就労が困難）と判断される状態像は大きく変化してきて

いると考えられる。このため、就労継続支援Ａ型の制度上の利用者像であ

る、適切な支援があれば「雇用契約に基づく就労が可能」であるが「通常の

事業所に雇用されることが困難」な状態像は、障害者自立支援法制定当時に

比べ不明瞭になっている。 

 
2労働政策審議会障害者雇用分科会において、障害者雇用の「質」として特に重視すべき要素として、１）能力発揮の

十分な促進（①職務選定・創出と障害特性等の適切なマッチング②成長を促す OJT や教育訓練機会の確保等）、２）能

力発揮の成果の事業活動への十分な活用、３）適正な雇用管理（①採用・配置・育成等の計画的な実施、②障害特性に

配慮した働きやすさを高める措置等）、４）発揮した能力に対する正当な評価とその反映（①評価結果に相応しい配置

（職務内容）、②処遇（昇進・昇給））、５）雇用の安定（安定的な雇用契約期間等）、６）経営層の理解の下で組織的・

継続的に取り組むための体制整備（経営層の理解、経営戦略等における障害者雇用の位置付け等）が挙げられている。 

コメントの追加 [厚生労働省4]: 叶構成員、岡本構成

員、漆原氏（菅村構成員代理）、障害者部会委員 

コメントの追加 [厚生労働省5]: 酒井氏（藤尾構成員代

理）、障害者部会委員 

コメントの追加 [厚生労働省6]: 大谷委員、漆原氏（菅

村構成員代理）、神成構成員、障害者部会委員意見。ま

た、議論の前提として第３回資料踏まえ追記。 
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○ また、障害福祉サービス報酬により支援員配置等が手当されている就労継

続支援Ａ型と支援員配置等を含め企業収益の中から手当する一般就労の間に

おいて、障害者に支払われる賃金額そのものには大きな差異がなく、当事者

目線で見ると、一般就労へチャレンジするメリットが必ずしも大きくないこ

とや、そもそも、地域によっては十分な一般就労の場がなく、一般就労を選

択することができない状況もある旨の指摘もある。 

 

○  一方で、事業者から見ると、就労継続支援は生産活動収支の黒字化や賃

金・工賃の向上を求めるものであることから、安定した事業運営を続ける

ためにも、生産活動能力の高い障害者を確保せざるを得ない場合があるこ

とも指摘されている。 

 

○ これらの様々な事情が相互作用した結果として、一般就労への移行が可能

である者が、引き続き就労継続支援を利用するケースが存在していると考え

られる。 

 

○ 他方、直近５年間の就労系障害福祉サービスの利用者数の推移を見ると、

就労継続支援Ｂ型を中心に全体として増加傾向にあり、就労系障害福祉サー

ビスの利用者全体の増加数は、障害福祉から一般就労への移行者の増加数を

大幅に上回っている。 

これは、就労継続支援Ａ型や就労継続支援Ｂ型を利用する障害者の概ね半

数を精神障害者が占めており、その割合が年々増加していることから、近

年、働くことを希望する精神障害者が増加していることが背景にあると考え

られる。3 

 

○ また、就労系障害福祉サービス利用者の高齢化・重度化も進んでおり、特

に就労継続支援Ｂ型においては、重度障害者の方が利用者の多くを占める事

業所も出てきているなど、従来は就労系障害福祉サービスの利用像として想

定してこなかった方々も含め、働くことを希望する者が増加しており、こう

した方々の就労・社会参加の場が更に求められてきている点も指摘されてい

る。 

 

 
3 障害福祉サービス全体の利用者数（実数）は、障害者自立支援法が施行された当初（平成 19 年 11 月時点）は 44.8

万人（身体障害者 12.6 万人、知的障害者 23.5 万人、精神障害者 4.0 万人、障害児 4.7 万人）だったが、直近（令和８

年３月時点）では 114.1 万人（身体障害者 23.8 万人、知的障害者 47.4 万人、精神障害者 40.0 万人、障害児 2.2 万

人、難病等対象者 0.6 万人）となっている。（出典：国保連データ） 

コメントの追加 [厚生労働省7]: 障害者部会委員 



6 

 

○ 加えて、一般就労の進展の結果として、企業雇用の中での高齢化も進んで

いる。加齢が早く進行するとされる知的障害者を中心に、50 歳前後等で気

力・体力の大幅な低下が生じ、一般就労の継続は困難となったものの、Ｂ型

事業所等での就労を希望するケースも多くなってきている点も指摘されてき

ている（いわゆる「加齢問題」）。この問題については、まずは雇用主として

就業時間・業務内容等の工夫が望まれるものであるが、こうした工夫をした

としてもなお、一般就労の継続が困難となる場合もあると指摘されている。 

 

２．雇用と福祉がそれぞれ果たすべき機能・役割と連携に関する考え方 

 

○ （１のとおり、）就労系障害福祉サービス事業者等の関係者の尽力によ

り、障害福祉から一般就労への送出しが累積していくとともに、企業等の関

係者の尽力により、一般就労としての雇用機会は大幅に拡大してきた。障害

者自立支援法制定以前の一般就労は、身体障害者・フルタイム勤務の者が中

心であったが、近年は、身体・知的・精神のすべての障害種別において雇用

者数は厚みを増し、労働時間も多様化が進む形で大きく進展している。 

  なお、かねてより課題として指摘されている雇用の「質」等については、

現在、別途検討が進められているが、十分な対応が図られていく必要があ

る。 

 

○ 一方で、直近５年間を見ても、就労系障害福祉サービス全体の利用者数

は、就労継続支援Ｂ型を中心に増加しており、就労系障害福祉サービスから

一般就労への移行者の増加数を大幅に上回っている。この背景には、働くこ

とを希望する者が精神障害者を中心に増加していることや、利用者や一般就

労へ移行した者の高齢化・重度化への対応の問題を含め、利用者像が多様に

なっていることにより就労系障害福祉サービスへのニーズがこれまで以上に

大きくなっていることが考えられる。 

 

○ 他方で、日本全体で人口減少が進み、この後も、都市部以外は早いペース

で更なる人口減少が進んでいくと想定される中で、就労移行支援を中心に、

事業所数の減少が進行する地域も既に出てきている。 

 

○ こうした障害者自立支援法制定以後の 20 年間の状況変化（一般就労の大

きな変化進展／就労系障害福祉サービスに対する更なるニーズの増加）を踏

まえるとともに、今後の人口減少等も想定すると、改めて、雇用と福祉の果

たすべき機能・役割と連携について次のとおり整理し、この基本的考え方に

コメントの追加 [厚生労働省8]: 障害者部会委員 

コメントの追加 [厚生労働省9]: 叶構成員、岡本構成

員、漆原氏（菅村構成員代理）、障害者部会委員 
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基づいて、更に個々の雇用施策と福祉施策の在り方を見直し、強化していく

ことが必要である。 

 

（基本的考え方） 

○ 障害の有無にかかわらず、働くことを希望する人が、その能力・適性に合

わせて働くことのできる社会の実現を目指していく。このため、 

・ 一般就労が可能な状態像にある者に対しては、一般就労において雇用機

会を設け、 

・ 一般就労が困難な者に対しては、福祉において、一般就労への移行支

援、又は、就労の場を設ける 

ことを、雇用と福祉それぞれの果たすべき機能・役割の基本とし、連携を強

化していくこととする。 

 

○ このことは、現行制度上も前提となってきた（障害者自立支援法制定当初

より、就労継続支援は「通常の事業所に雇用されることが困難」である者を

対象としてきた）ものであるが、この 20 年間で一般就労における働き方の

多様化・柔軟化等により、一般就労の困難さが大きく変化してきたことを踏

まえ、改めて、本人の希望と状態像等を十分に踏まえた丁寧なアセスメント

等により、地域の実情等を踏まえた支援方針の検討が行われることを前提と

しつつ、雇用・福祉それぞれの果たすべき機能・役割として再確認するもの

である。 

 

○ この基本的考え方に基づき、一般就労（障害者雇用）と福祉としての就労

（障害福祉サービス）の性質の違いを踏まえながら、個々の施策を検討して

いく必要がある。その上で、開かれた労働市場の雇用機会につなげていくた

めには、福祉としても、就労に関するアセスメント機会を広く設け、本人の

希望と状態像を踏まえた丁寧なアセスメントに加え、ニーズが表出しづらい

者には、十分な情報提供を行って、ニーズを引き出す支援が求められてい

る。また、ハローワーク等のマッチングを担う側においても、こうした潜在

化したニーズの引き出しを含めた支援の意識を持つ必要がある。 

 

 

○ また、一般就労の可能性の捉え方についてが可能かどうかの判断は、必ず

しも容易ではないものの、こうした雇用・福祉それぞれの機能・役割が適切

に果たされるよう、また、本人の希望等も踏まえて適切な支援の提供がなさ

れるよう、就労可能性に対するアセスメント機能については、標準化や客観

コメントの追加 [厚生労働省10]: 順番について、叶構成

員より、「一般就労が困難な人たちの働く場として就労

継続支援事業があって、一般就労を希望する人には一

般就労を応援していくという書きぶりではないか」と

の御意見があった一方で、漆原氏（菅村構成員代理）

と神成構成員の「可能な限り一般就労を目指すべき」

という御発言があったため、記載を維持。（なお、

2022 年の国連障害者権利委員会からも、日本政府に対

し、『福祉サービスから、～開かれた労働市場への障害

者の移行の迅速化』を勧告されている。） 

コメントの追加 [厚生労働省11]: 叶構成員、障害者部会

委員 

コメントの追加 [厚生労働省12]: 酒井氏（藤尾構成員代

理）、障害者部会委員 

コメントの追加 [厚生労働省13]: 酒井構成員、障害者部

会委員 

コメントの追加 [厚生労働省14]: 眞保構成員、神成構成

員、漆原氏（菅村構成員代理）、大谷構成員、障害者部

会委員 

コメントの追加 [厚生労働省15]: 眞保構成員、神成構成

員、漆原氏（菅村構成員代理） 

コメントの追加 [厚生労働省16]: 眞保構成員、障害者部

会委員 

コメントの追加 [厚生労働省17]: 清田構成員、障害者部

会委員 
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性の向上、中立・公正性の担保等を含め、の観点も含めて機能強化や実施方

法を検討しを図っていく必要がある。 

  なお、検討に当たっては、一般就労が実現するかどうかは、本人の能力だ

けで決まるものではなく、能力・適性と業務内容等の適合性等多様な要素の

影響を受けることも踏まえると、このような判断を行うに当たっては、企業

による採否結果といった、実際の状況も考慮する必要がある。 

 

○ その上で、障害のある者の就労能力や希望は、成長や、状態の変化（改

善・悪化）、加齢など様々な状況により変化するものである。また、福祉と

しての就労機会の提供の中で、能力向上が図られ、一般就労への希望が生じ

ることもある。さらには、人口減少社会の中で限られたリソースでニーズの

変化にも対応しうる姿を目指す必要がある。 

こうした観点も踏まえ、福祉としての就労機会の提供の機能と、一般就労

への移行支援の機能の在り方については、「基本的考え方」のとりまとめ以後

に、継続して検討していく必要がある。 

 

○ さらに、より良い一般就労のためには、採用前の段階から、職場体験実習

等において、個別・伴走型の支援を含め、企業と就労移行支援事業所等との

が連携することが重要であり、る。一般就労後も、障害のある者の生活上の

困難が生じた場合の支援は継続的に必要であり、こうした生活上の支援を中

心に、障害者就業・生活支援センターをはじめとする関係者との継続的な連

携は欠かせない。また、状態の変化（改善・悪化）や加齢など、本人の状態

像の変化の際にも、雇用・福祉それぞれが提供する機能・役割が変化する。 

 障害者就業・生活支援センターとの間の機能・役割の整理や連携の在り

方、精神障害者の復職支援を含めた雇用と福祉の相互往来、重度障害者等の

就労支援についての検討を含め、こうした雇用・福祉の連携が強化されるべ

き点についての具体的な対応の在り方についても、「基本的考え方」のとりま

とめ以後に、継続して検討していくものとする。 

 

コメントの追加 [厚生労働省18]: 小幡氏（新銀構成員代

理）、眞保構成員、倉知構成員、障害者部会委員 

コメントの追加 [厚生労働省19]: 眞保構成員、酒井構成

員、倉知構成員 

コメントの追加 [厚生労働省20]: 倉知構成員、叶構成

員、酒井構成員、清田構成員、障害者部会委員 

コメントの追加 [厚生労働省21]: 障害者部会委員 

コメントの追加 [厚生労働省22]: 小幡氏（新銀構成員代

理）、岡本構成員 

コメントの追加 [厚生労働省23]: 障害者部会委員 

コメントの追加 [厚生労働省24]: 倉知構成員、障害者部

会委員 


